
東京水道グループコンプライアンス有識者委員会設置要綱 

 

（目  的） 

第１条  東京都水道局の内部統制及び東京水道グループのコンプライアンスについて、外部

の幅広い見地から意見・助言を得ることを目的に、東京水道グループコンプライアンス有

識者委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条  委員会は、次に掲げる事項について意見を述べるとともに、助言を行う。 

 （１）東京都水道局の内部統制に関すること。 

 （２）東京水道グループのコンプライアンスに関すること。 

 （３）その他必要と認める事項に関すること。 

 

（構  成） 

第３条  委員会は、６名以内の委員で構成し、委員は、水道局長が委嘱する。 

 

（任  期） 

第４条  委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員の欠員により補充する委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長） 

第５条  委員会に、委員の互選による委員長を置く。 

２ 委員長は、委員会を招集し、委員会を主宰する。 

３  委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員

がその職務を代理する。 

 

（関係者の出席） 

第６条  委員長は必要があると認めるときは、委員会に委員以外の者を出席させ、又は他の

方法により意見を聞くことができる。 

 

（調 査） 

第７条 第２条に定める所掌事項を検証するに当たり、必要が生じた際は、委員会の指定す

る者等による調査を行うことができる。 

 

（委員会等の公開） 

第８条 委員会及び委員会に係る資料（以下「委員会等」という。）は、原則として公開

とする。ただし、委員会の議事に東京都情報公開条例（平成11年東京都条例第５号）第

７条第１号から第９号までに掲げられている情報が含まれている場合で、委員長が認め

たときは、委員会等の全部又は一部を非公開とすることができる。 

２ 委員会開催後、議事概要等を公開する。 

 

（議 事） 

第９条 議事の進行に当たっては、委員の全会一致を原則とするが、合意に至らない場合は、

委員長の決するところによる。 

 

 



（委員会の庶務） 

第 10条  委員会の庶務は、職員部監察指導課において処理する。 

 

（補  則） 

第 11 条  この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

       

附  則 

  この要綱は、平成３１年４月５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月 24日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


